
●経済財政運営と改革の基本方針2025（令和７年６月13日閣議決定）
第２章 賃上げを起点とした成長型経済の実現
3．「投資立国」及び「資産運用立国」による将来の賃金・所得の増加
（２）DXの推進
（デジタル行財政改革）
急激な人口減少に対応するため、利用者起点で我が国の行財政の在り方を見直し、デジタルを最大限に活用して公共サービスの維持・強

化と地域経済活性化を進め、社会変革を実現するため「デジタル行財政改革取りまとめ2025」に基づき取組を実行する。国民生活に密着し
社会・経済的な重要性が高い分野（教育、子育て、医療、介護、モビリティ、インフラ、防災等）について、利用者起点で規制・制度の見直し
やデジタル活用を進めるとともに、国・地方の共通基盤の整備を推進する。「データ利活用制度の在り方に関する基本方針」に基づき取組を加
速し、データとＡＩの好循環を確立するとともに、横断的な法制度について官民データ活用推進基本法の抜本的改正、新法など必要な検討
を行い、次期通常国会への法案提出を目指す。これを下支えする個人情報保護法の改正案についても、 早期に結論を得て提出を目指す。

●統合イノベーション戦略2025（令和７年６月６日閣議決定）
２．第６期基本計画の総仕上げとしての取組の加速
（１） 先端科学技術の戦略的な推進
① 重要分野の戦略的な推進（ＡＩ活用の推進）
統計作成等と整理できるＡＩ開発等における本人同意の在り方や、課徴金等による規律遵守の実効性確保等について検討し、「個人

情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）」の改正案を早期に提出する。

個人情報保護政策に関する政府方針

1

参 考 資 料 １
令 和 ７ 年 ９ 月 1 9 日
第１回個人情報保護
政策に関する懇談会



●新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2025年改訂版（令和７年６月13日閣議決定）
Ⅲ．投資立国の実現
３．ＧＸ・ＤＸの着実な推進
（２） DX
⑤データ利活用の推進
データ駆動社会を実現するため、欧米の制度も踏まえつつ、また、プライバシーや知的財産保護、安全保障といった観点にも留意し、横断

的な法制度の在り方、個人情報保護法のアップデートの在り方、デジタル公共財の整備について６月に基本的方針をまとめる。また、横断
的な法制度については、官民データ活用推進基本法の抜本的な改正、新法など必要な検討を行い、次期通常国会に法案を提出すること
を目指す。これを下支えする個人情報保護法の改正案についても、早期に結論を得て提出することを目指す。

●規制改革実施計画（令和７年６月13日閣議決定）
Ⅱ 実施事項
３．投資大国
（１）健康・医療・介護
２ 医療等データの包括的かつ横断的な利活用法制等の整備
b 個人情報保護委員会は、個人情報保護法が、いわゆる「一般法」として、医療等データを含めた個人情報の適正な取扱いを通じ個人の
権利利益の保護を図ってきたが、情報通信技術の進展、国際動向、利活用の実態等を踏まえて、同法を不断に見直す必要があることを
踏まえ、以下の事項を検討し、結論を得次第、速やかに同法の改正法案を国会に提出する。
・同法における、①統計作成等、特定の個人との対応関係が排斥された一般的・汎用的な分析結果の獲得と利用のみを目的とした取扱
いを実施する場合の本人同意の在り方、②公衆衛生の向上等のために個人情報を取り扱う場合における同意取得困難性要件の在り方、
③病院等による学術研究目的での個人情報の取扱いに関する規律の在り方を含む、本人からの同意取得規制の在り方と必要なガバナ
ンスの在り方。
・同法の確実な遵守を担保するため、必要とされる事後的な規律を一体的に整備し、全体としてバランスの取れた法制度とすること。
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●デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和７年６月13日閣議決定）
第２ 重点政策一覧
○[No.2-8] 個人情報保護法の見直し等
・情報通信技術の急速な進展や国際的動向等を踏まえ、同意規制を含めた本人関与の在り方等の見直しとあわせ、適切な事後的規律を一
体的に整備する必要があることから、課徴金、命令、罰則等の様々な手法について、実効性や経済活動への不当な萎縮効果を避ける観点
を含めた全体としてバランスの取れた形での個人情報保護法の改正案について、早期に結論を得て提出することを目指す。
・また、時代により変化する国内外における個人情報の保護・利活用の動向や関連の技術の動向等について今後とも的確に把握していくため、
より包括的なテーマや個人情報保護政策全般について、「個人情報保護政策に関する懇談会」を通じて有識者やステークホルダーと継続的
に意見交換を行う。
具体的な目標：
・同意規制を含めた本人関与の在り方等の見直しとあわせ、適切な事後的規律を一体的に整備する必要があることから、課徴金、命令、罰則等の様々な手法
について、実効性や経済活動への不当な萎縮効果を避ける観点を含めた全体としてバランスの取れた形での個人情報保護法の改正案について、早期に結論
を得て提出することを目指す。
・「個人情報保護政策に関する懇談会」の開催を通じて、デジタル社会の進展やAIの急速な普及を始めとした技術革新、技術の社会実装に関する動向、国内
外における個人情報の保護・利活用に関する動向等を的確に把握する。

○[No.3-13] 信頼性のある個人データ流通の観点から個人情報を安全・円滑に越境移転できる環境の構築
・相互認証の枠組みについて、EU及び英国それぞれと進行中の、対象範囲を学術研究分野及び公的部門へ拡大する協議を迅速に終了させ、
2025年度中の発効を目指す。また、 2025年度中に新たな国・地域との相互認証に向けた協議を開始する。
・グローバル越境プライバシールール（CBPR）について、アウトリーチ活動や認証基準の充実等を通じ、関係国及び地域、並びに国内外の認
証企業数のより一層の拡大に向けた取組を継続するほか、2025年度中に国内認証企業数の増加に向けた情報収集を実施し、必要な措
置を検討する。
・グローバルなモデル契約条項（MCC）について、引き続き、有志国・地域と意見交換を実施し、2025年度中に共同調査を開始する等、段
階を踏みながら、グローバル規模で相互運用性のあるモデル契約条項の実現に向けた取組を進める。
具体的な目標：相互認証の枠組みの更なる発展のため、2025年度中に日EU及び日英それぞれの相互認証の枠組みの拡大を完了させ、新たな国・地 域との
相互認証に向けた協議を開始。 国際的な企業認証制度の普及促進のため、2025年度中にグローバルCBPRの認証企業数90社。グローバルなモデル契約
条項の実現に向けた取組に向け、有志国・地域と意見交換を実施し、2025年度中に共同調査を開始。
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●デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和７年６月13日閣議決定）
第５ データ利活用制度の在り方に関する基本方針
３．データ利活用のための環境整備及び当面の分野横断的な改革事項
（４）信頼性の高いデジタル空間の構築
④データ利活用の前提としての個人情報の適正な取扱いの確保

○ ・・・データ処理が高度化・複雑化することでその実態が本人からも見えにくくなること等を踏まえ、個人が安心してデータを提供できる制
度とその運用に対する 「信頼」が醸成されるよう、個人情報保護法の確実な遵守を担保するため、適切な事後的規律を上記見直しと一
体的に整備する必要があることから、課徴金、命令、罰則等の様々な手法について、個人の信頼を確保するとともに実効性や経済活動へ
の不当な萎縮効果を避ける観点を含めた全体としてバランスの取れた形での個人情報保護法の改正案について、早期に結論を得て提出
することを目指す。

○時代により変化する国内外における個人情報の保護・利活用の動向や関連の技術の動向等について今後とも的確に把握していくため、
個人情報保護委員会において、より包括的なテーマや個人情報保護政策全般について、「個人情報保護政策に関する懇談会」を通じて
有識者やステークホルダーと継続的に意見交換を行う。

○各府省庁は、その所管分野において、社会的課題の解決や行政事務の効率化等の観点から、個人情報を含めた多様なデータの利活
用に関する政策を企画立案・実施する際には、「個人情報等の適正な取扱いに関係する政策の基本原則」（2022年５月25日個人
情報保護委員会。以下「基本原則」という。）を引き続き踏まえるとともに、個人情報保護委員会においては、新たに作成した基本原則を
解説したガイダンスも活用し、各府省庁に適切な助言を行うことにより、各府省庁との連携を強化する。

4
















































